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ニュースリリース

生活衛生関係営業者のインバウンド対応の課題は外国語対応
インバウンド対応に関するアンケート調査結果

（生活衛生関係営業の景気動向等調査特別調査結果2024年４～６月期）
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 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-9-4 大手町フィナンシャルシティ ノースタワー

＜外国人観光客の動向＞
○ １年前と比べた自店の周辺地域で見かける外国人観光客は、「増えた（「かなり増えた」、「やや増えた」の合計）」
と回答した企業割合が32.2％となった（２ページ）。

○ 外国人観光客の利用の有無は、「利用がある」と回答した企業割合が41.8％となった（４ページ）。

＜外国人観光客を受け入れるための取り組み＞
〇 外国人観光客を受け入れるための取り組みは、「実施している」と回答した企業割合が26.0％となった（６ページ）。
○ 外国人観光客の受入れに効果のあった取り組みは、「キャッシュレス決済の導入」と回答した企業割合が45.4％と最
も高く、次いで「Ｗｉ-Ｆｉなどインターネット接続環境の整備」(23.9％）、「メニューや施設内の案内等の工夫」
（21.0％）の順となった（７ページ）。

＜今後の外国人観光客の受入れ方針＞
○ 今後の外国人観光客の受入れ方針について、「積極的に受け入れていきたい」、「自然体で受け入れていく」と回答し
た企業割合の合計は67.5％となった（９ページ）。

○ 外国人観光客を受け入れる際の課題は、「店舗内の案内表示、メニュー表等の多言語対応」と回答した企業割合が
36.2％と最も高く、次いで「多言語に対応ができる従業員の確保」（25.0％）、「ＨＰやＳＮＳ、店舗外観における多
言語対応」（15.8％）の順となり、外国語対応に関する課題が上位を占めた（10ページ）。

○ 外国人観光客の受入れに慎重な理由は、「言語、文化の違いから発生するトラブルを可能な限り回避したい」と回答
した企業割合が44.1％と最も高く、次いで「多言語に対応ができる従業員が不足している」（39.8％）、「国内客で売
上が十分に確保できている」（20.0％）の順となった（11ページ）。



• 比率の算出にあたっては、無回答を除いたものを母数としている。
• 構成比の数値は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、値の合計は必ずしも100％とならない場合

がある。
• 本調査における「地域」に対応する都道府県は次のとおり。

【本調査における留意事項】

【調査の実施要領】

調 査 時 点 2024年６月中旬

調 査 方 法 郵送調査

調 査 対 象 生活衛生関係営業 3,290企業

有効回答企業数 3,158企業（回答率 96.0％）

（ 業 種 内 訳 ） 飲食業 1,461 企業 映画館 58 企業

食肉・食鳥肉販売業 155 企業 ホテル・旅館業 181 企業

氷雪販売業 57 企業 公衆浴場業 104 企業

理容業 420 企業 クリーニング業 261 企業

美容業 461 企業

北海道（北海道）、東北（青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県）

関東（茨城県、栃木県、埼玉県、群馬県、東京都、千葉県、神奈川県）、甲信越（山梨県、新潟県、長野県）

北陸（富山県、石川県、福井県）、東海（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）

近畿（滋賀県、京都府、兵庫県、大阪府、奈良県、和歌山県）、中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、九州（福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島県）

沖縄県（沖縄県）
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全国
(n=3,158)

10.6 21.6 32.2 29.9 1.8 0.9 0.9 36.0 

北海道
(n=70)

7.1 17.1 24.3 47.1 2.9 1.4 1.4 25.7 

東北
(n=411)

7.1 20.0 27.0 32.6 1.7 1.0 0.7 38.7 

関東
(n=450)

5.8 18.0 23.8 32.9 1.8 0.9 0.9 41.6 

甲信越
(n=201)

8.0 20.4 28.4 31.3 2.0 1.5 0.5 38.3 

北陸
(n=208)

12.5 23.1 35.6 26.4 2.4 2.4 0.0 35.6 

東海
(n=270)

4.4 18.1 22.6 29.3 1.9 1.1 0.7 46.3 

近畿
(n=390)

17.9 23.6 41.5 29.2 1.0 0.3 0.8 28.2 

中国
(n=344)

8.7 24.1 32.8 28.8 2.6 0.6 2.0 35.8 

四国
(n=271)

17.0 25.5 42.4 25.8 2.2 1.5 0.7 29.5 

九州
(n=474)

14.8 23.2 38.0 26.6 1.7 0.6 1.1 33.8 

沖縄県
(n=69)

8.7 21.7 30.4 33.3 0.0 0.0 0.0 36.2 

図表１ １年前と比べた自店の周辺地域で
 見かける外国人観光客の増減

図表２ １年前と比べた自店の周辺地域で
   見かける外国人観光客の増減【地域別】

１ 自店の周辺地域で見かける外国人観光客の増減

◼ １年前と比べた自店の周辺地域で見かける外国人観光客は、「増えた（「かなり増えた」、「やや増えた」の合計）」と回答

した企業割合が32.2％となった（図表１）。

◼ 地域別にみると、「増えた」と回答した割合は、近畿、四国、九州で全国値を５ポイント以上上回った（図表２）。

(％)

※ 全国（全体）より５ポイント以上割合が高い項目を網掛（青色）で表示（以下同じ）。

(n=3,158)

かなり増えた

10.6 ％

やや増えた

21.6 ％

変わらない

29.9 ％

やや減った

0.9 ％

減った

0.9 ％

外国人観光客は見かけない

36.0 ％
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全国
(n=3,158)

10.6 21.6 32.2 29.9 1.8 0.9 0.9 36.0 
三重県
(n=70)

1.4 15.7 17.1 31.4 2.9 2.9 0.0 48.6 

北海道
(n=70)

7.1 17.1 24.3 47.1 2.9 1.4 1.4 25.7 
滋賀県
(n=65)

0.0 16.9 16.9 41.5 1.5 0.0 1.5 40.0 

青森県
(n=69)

18.8 14.5 33.3 29.0 0.0 0.0 0.0 37.7 
京都府
(n=65)

23.1 40.0 63.1 20.0 0.0 0.0 0.0 16.9 

岩手県
(n=68)

4.4 19.1 23.5 38.2 1.5 1.5 0.0 36.8 
大阪府
(n=65)

32.3 27.7 60.0 23.1 3.1 0.0 3.1 13.8 

宮城県
(n=70)

4.3 25.7 30.0 42.9 4.3 0.0 4.3 22.9 
兵庫県
(n=68)

8.8 13.2 22.1 33.8 0.0 0.0 0.0 44.1 

秋田県
(n=66)

4.5 13.6 18.2 36.4 3.0 3.0 0.0 42.4 
奈良県
(n=57)

36.8 10.5 47.4 29.8 1.8 1.8 0.0 21.1 

山形県
(n=68)

7.4 30.9 38.2 27.9 0.0 0.0 0.0 33.8 
和歌山県
(n=70)

10.0 31.4 41.4 27.1 0.0 0.0 0.0 31.4 

福島県
(n=70)

2.9 15.7 18.6 21.4 1.4 1.4 0.0 58.6 
鳥取県
(n=70)

1.4 18.6 20.0 32.9 7.1 1.4 5.7 40.0 

茨城県
(n=68)

1.5 8.8 10.3 41.2 0.0 0.0 0.0 48.5 
島根県
(n=69)

1.4 31.9 33.3 21.7 2.9 0.0 2.9 42.0 

栃木県
(n=69)

1.4 13.0 14.5 15.9 1.4 1.4 0.0 68.1 
岡山県
(n=68)

11.8 19.1 30.9 33.8 0.0 0.0 0.0 35.3 

群馬県
(n=67)

0.0 19.4 19.4 41.8 3.0 0.0 3.0 35.8 
広島県
(n=67)

28.4 22.4 50.7 26.9 1.5 1.5 0.0 20.9 

埼玉県
(n=64)

7.8 9.4 17.2 35.9 1.6 1.6 0.0 45.3 
山口県
(n=70)

1.4 28.6 30.0 28.6 1.4 0.0 1.4 40.0 

千葉県
(n=59)

0.0 11.9 11.9 40.7 1.7 0.0 1.7 45.8 
徳島県
(n=65)

4.6 21.5 26.2 36.9 4.6 4.6 0.0 32.3 

東京都
(n=66)

22.7 36.4 59.1 27.3 0.0 0.0 0.0 13.6 
香川県
(n=68)

23.5 35.3 58.8 16.2 2.9 0.0 2.9 22.1 

神奈川県
(n=57)

7.0 28.1 35.1 28.1 5.3 3.5 1.8 31.6 
愛媛県
(n=70)

24.3 22.9 47.1 21.4 0.0 0.0 0.0 31.4 

新潟県
(n=68)

0.0 13.2 13.2 32.4 0.0 0.0 0.0 54.4 
高知県
(n=68)

14.7 22.1 36.8 29.4 1.5 1.5 0.0 32.4 

富山県
(n=70)

11.4 14.3 25.7 32.9 2.9 2.9 0.0 38.6 
福岡県
(n=67)

20.9 26.9 47.8 22.4 3.0 0.0 3.0 26.9 

石川県
(n=68)

25.0 29.4 54.4 20.6 2.9 2.9 0.0 22.1 
佐賀県
(n=65)

7.7 23.1 30.8 29.2 1.5 0.0 1.5 38.5 

福井県
(n=70)

1.4 25.7 27.1 25.7 1.4 1.4 0.0 45.7 
長崎県
(n=70)

27.1 20.0 47.1 17.1 1.4 0.0 1.4 34.3 

山梨県
(n=64)

14.1 18.8 32.8 32.8 4.7 3.1 1.6 29.7 
熊本県
(n=65)

15.4 23.1 38.5 21.5 0.0 0.0 0.0 40.0 

長野県
(n=69)

10.1 29.0 39.1 29.0 1.4 1.4 0.0 30.4 
大分県
(n=67)

7.5 14.9 22.4 32.8 1.5 1.5 0.0 43.3 

岐阜県
(n=67)

6.0 14.9 20.9 14.9 1.5 0.0 1.5 62.7 
宮崎県
(n=70)

4.3 21.4 25.7 40.0 2.9 1.4 1.4 31.4 

静岡県
(n=67)

6.0 17.9 23.9 35.8 3.0 1.5 1.5 37.3 
鹿児島県
(n=70)

20.0 32.9 52.9 22.9 1.4 1.4 0.0 22.9 

愛知県
(n=66)

4.5 24.2 28.8 34.8 0.0 0.0 0.0 36.4 
沖縄県
(n=69)

8.7 21.7 30.4 33.3 0.0 0.0 0.0 36.2 

図表３ １年前と比べた自店の周辺地域で見かける外国人観光客の増減【都道府県別】
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22.8 

21.2 

12.1 

10.0 

58.2 

11.6

38.5

43.0

56.9

65.2

77.2 

78.8 

87.9

90.0

全体

(n=3,158)

ホテル・旅館業

     (n=181)

公衆浴場業

  (n=104)

飲食業

(n=1,461)

映画館

(n=58)

食肉・食鳥肉販売業

             (n=155)

氷雪販売業

    (n=57)

理容業

(n=420)

美容業

(n=461)

クリーニング業

   (n=261)

利用がある 利用は全くない

図表４ 外国人観光客の利用の有無【業種別】

２ 外国人観光客の利用の有無

図表５ 外国人観光客の利用の有無【地域別】

(％)

◼ 外国人観光客の利用の有無は、「利用がある」と回答した企業割合が41.8％となった。また、業種別にみると、ホテル・旅館

業が88.4％と最も高く、次いで公衆浴場業（61.5％）、飲食業（57.0％）の順となった（図表４）。

 （※）最近１年間の外国人観光客の利用の有無を尋ねたもの。
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20
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0
％
超
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％

未
満

全国
(n=3,158)

2.5 39.3 41.8 58.2 

北海道
(n=70)

4.3 42.9 47.1 52.9 

東北
(n=411)

1.2 36.7 38.0 62.0 

関東
(n=450)

1.3 34.2 35.6 64.4 

甲信越
(n=201)

3.0 35.3 38.3 61.7 

北陸
(n=208)

2.4 41.3 43.8 56.3 

東海
(n=270)

1.5 34.8 36.3 63.7 

近畿
(n=390)

4.1 41.5 45.6 54.4 

中国
(n=344)

2.3 41.6 43.9 56.1 

四国
(n=271)

3.0 46.5 49.4 50.6 

九州
(n=474)

3.2 42.0 45.1 54.9 

沖縄県
(n=69)

4.3 36.2 40.6 59.4 
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図表６ 外国人観光客の利用の有無【都道府県別】
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％
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0
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20
％
未
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全国
(n=3,158)

2.5 39.3 41.8 58.2 

北海道
(n=70)

4.3 42.9 47.1 52.9 

青森県
(n=69)

1.4 23.2 24.6 75.4 

岩手県
(n=68)

0.0 44.1 44.1 55.9 

宮城県
(n=70)

0.0 47.1 47.1 52.9 

秋田県
(n=66)

0.0 39.4 39.4 60.6 

山形県
(n=68)

2.9 36.8 39.7 60.3 

福島県
(n=70)

2.9 30.0 32.9 67.1 

茨城県
(n=68)

0.0 35.3 35.3 64.7 

栃木県
(n=69)

0.0 24.6 24.6 75.4 

群馬県
(n=67)

1.5 41.8 43.3 56.7 

埼玉県
(n=64)

0.0 29.7 29.7 70.3 

千葉県
(n=59)

3.4 18.6 22.0 78.0 

東京都
(n=66)

1.5 53.0 54.5 45.5 

神奈川県
(n=57)

3.5 35.1 38.6 61.4 

新潟県
(n=68)

0.0 32.4 32.4 67.6 

富山県
(n=70)

2.9 44.3 47.1 52.9 

石川県
(n=68)

4.4 39.7 44.1 55.9 

福井県
(n=70)

0.0 40.0 40.0 60.0 

山梨県
(n=64)

4.7 35.9 40.6 59.4 

長野県
(n=69)

4.3 37.7 42.0 58.0 

岐阜県
(n=67)

3.0 17.9 20.9 79.1 

静岡県
(n=67)

0.0 38.8 38.8 61.2 

愛知県
(n=66)

3.0 54.5 57.6 42.4 
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20
％
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上

0
％
超

20
％
未
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三重県
(n=70)

0.0 28.6 28.6 71.4 

滋賀県
(n=65)

0.0 32.3 32.3  67.7 

京都府
(n=65)

12.3 44.6 56.9 43.1 

大阪府
(n=65)

6.2 55.4 61.5 38.5 

兵庫県
(n=68)

1.5 44.1 45.6 54.4 

奈良県
(n=57)

5.3 47.4 52.6 47.4 

和歌山県
(n=70)

0.0 27.1 27.1 72.9 

鳥取県
(n=70)

0.0 35.7 35.7 64.3 

島根県
(n=69)

5.8 43.5 49.3 50.7 

岡山県
(n=68)

1.5 33.8 35.3 64.7 

広島県
(n=67)

4.5 47.8 52.2 47.8 

山口県
(n=70)

0.0 47.1 47.1 52.9 

徳島県
(n=65)

0.0 44.6 44.6 55.4 

香川県
(n=68)

5.9 41.2 47.1 52.9 

愛媛県
(n=70)

2.9 52.9 55.7 44.3 

高知県
(n=68)

2.9 47.1 50.0 50.0 

福岡県
(n=67)

4.5 50.7 55.2 44.8 

佐賀県
(n=65)

1.5 38.5 40.0 60.0 

長崎県
(n=70)

8.6 35.7 44.3 55.7 

熊本県
(n=65)

3.1 41.5 44.6 55.4 

大分県
(n=67)

3.0 38.8 41.8 58.2 

宮崎県
(n=70)

0.0 35.7 35.7 64.3 

鹿児島県
(n=70)

1.4 52.9 54.3 45.7 

沖縄県
(n=69)

4.3 36.2 40.6 59.4 

5



３ 外国人観光客を受け入れるための取り組み

図表７ 外国人観光客を受け入れるための取り組み 図表８ 外国人観光客を受け入れるための取り組み【業種別】

実施している

26.0 ％

実施していない

74.0 ％

77.3 

33.1 

31.7 

19.0 

18.1 

16.9 

8.0 

5.4 

5.3 

22.7 

66.9 

68.3 

81.0 

81.9 

83.1 

92.0 

94.6 

94.7 

ホテル・旅館業

(n=181)

飲食業

(n=1,461)

公衆浴場業

(n=104)

映画館

(n=58)

食肉・食鳥肉販売業

  (n=155)

理容業

(n=420)

美容業

(n=461)

クリーニング業

(n=261)

氷雪販売業

(n=57)

実施している 実施していない

◼ 外国人観光客を受け入れるための取り組みは、「実施している」と回答した企業割合が26.0％となった（図表７）。

◼ 業種別にみると、ホテル・旅館業が77.3％と最も高く、次いで飲食業（33.1％）、公衆浴場業（31.7％）の順となった（図表

８）。

(％)
(n=3,158)
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４  外国人観光客の受入れに効果のあった取り組み

図表９ 外国人観光客の受入れに効果のあった取り組み【複数回答、３つまで】

(n=548)

Ｈ
Ｐ
や
予
約
フ
ォ
ー
ム
の

多
言
語
対
応

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
を
活
用
し
た
外

国
人
向
け
の
情
報
発
信

多
言
語
で
の
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
、
チ
ラ
シ
等
の
作
成

メ
ニ
ュ
ー
や
施
設
内
の
案

内
等
の
工
夫
（
多
言
語
表

記
や
ピ
ク
ト
グ
ラ
ム
の
活

用
等
）

外
国
人
観
光
客
向
け
の
商

品
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

外
国
人
観
光
客
向
け
の
予

約
サ
イ
ト
や
観
光
ガ
イ
ド

へ
の
掲
載

従
業
員
の
語
学
力
・
接
客

ス
キ
ル
の
向
上

外
国
語
に
対
応
で
き
る
従

業
員
の
雇
用

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
（
ク

レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
、
デ
ビ
ッ

ト
カ
ー
ド
、
二
次
元
コ
ー
ド

決
済
等
）
の
導
入

翻
訳
機
器
等
の
導
入
（
翻

訳
ア
プ
リ
を
含
む
）

外
国
人
観
光
客
に
対
応
し

た
店
舗
等
設
備
の
整
備

Ｗ
ｉ
ー
Ｆ
ｉ
な
ど
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
環
境
の

整
備

国
内
外
の
旅
行
代
理
店
等

と
の
連
携

外
部
機
関
と
の
連
携
（
旅

行
代
理
店
等
を
除
く
）

そ
の
他

周知・宣伝 人材育成・確保

機械・設備の導入 他者との連携

外国語対応

◼ 外国人観光客の受入れに効果のあった取り組みは、「キャッシュレス決済の導入」と回答した企業割合が45.4％と最も高く、

次いで「Ｗｉ-Ｆｉなどインターネット接続環境の整備」(23.9％）、「メニューや施設内の案内等の工夫」（21.0％）の順と

なった（図表９）。

（※）外国人観光客を受け入れるための取り組みを「実施している」と回答した企業に尋ねたもの。

（※）外国人観光客の受入れに効果のあった取り組みについて「効果的な取り組みはなかった」と回答した企業を除く。

(％)
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図表10 外国人観光客の受入れに効果のあった取り組み【業種別・複数回答、３つまで】
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チ
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外
の
旅
行
代
理
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連
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外
国
語
に
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で
き
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従
業

員
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雇
用

外
国
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向
け
の
商

品
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

外
国
人
観
光
客
向
け
の
予
約

サ
イ
ト
や
観
光
ガ
イ
ド
へ
の

掲
載

外
部
機
関
と
の
連
携
（
旅
行

代
理
店
等
を
除
く
）

外
国
人
観
光
客
に
対
応
し
た

店
舗
等
設
備
の
整
備

そ
の
他

全体
(n=548)

45.4 23.9 21.0 16.4 13.9 12.8 10.9 10.9 7.5 6.8 6.6 6.2 3.5 1.6 3.8 

飲食業
(n=324)

50.3 19.4 26.5 13.6 10.5 14.8 12.0 14.2 3.4 5.6 7.7 3.4 3.7 0.6 3.4 

食肉・食鳥肉販売業
(n=21)

38.1 0.0 38.1 14.3 4.8 14.3 9.5 4.8 0.0 9.5 9.5 0.0 0.0 4.8 0.0 

氷雪販売業
(n=2)

50.0 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

理容業
(n=37)

51.4 16.2 8.1 29.7 2.7 8.1 5.4 10.8 0.0 5.4 0.0 0.0 0.0 2.7 10.8 

美容業
(n=16)

56.3 31.3 0.0 31.3 12.5 0.0 0.0 12.5 6.3 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 12.5 

映画館
(n=7)

57.1 42.9 28.6 0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 

ホテル・旅館業
(n=118)

33.1 44.1 7.6 19.5 28.0 11.0 6.8 5.1 24.6 12.7 7.6 19.5 4.2 3.4 2.5 

公衆浴場業
(n=19)

15.8 10.5 26.3 10.5 5.3 15.8 42.1 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 5.3 0.0 

クリーニング業
(n=4)

75.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

(％)

※１ サンプル数30未満の業種については参考値（塗りつぶし（灰色））として表示（以下同じ）。

8

※２ 参考値以外の各業種について、上位３位を赤枠囲みとした。



30.4 

3.4 

3.8 

6.6 

2.6 

0.0 

1.7 

0.8 

2.6 

58.6 

81.0 

76.9 

69.5 

67.1 

66.7 

54.5 

47.1 

44.7 

11.0 

15.5 

19.2 

24.0 

30.3 

33.3 

43.8 

52.1 

52.7 

ホテル・旅館業

      (n=181)

映画館

(n=58)

公衆浴場業

   (n=104)

飲食業

(n=1,461)

食肉・食鳥肉販売業

            (n=155)

氷雪販売業

    (n=57)

理容業

(n=420)

クリーニング業

     (n=261)

美容業

(n=461)

積極的に受け入れていきたい 自然体で受け入れていく できれば受け入れたくない

積極的に受け入れていきたい

5.8 ％

自然体で受け入れていく

61.7 ％

できれば受け入れたくない

32.6 ％

図表11 今後の外国人観光客の受入れ方針 図表12 今後の外国人観光客の受入れ方針【業種別】

５ 今後の外国人観光客の受入れ方針

◼ 今後の外国人観光客の受入れ方針について、「積極的に受け入れていきたい」、「自然体で受け入れていく」と回答した企業

割合の合計は67.5％となった（図表11）。

(％)

(n=3,158)

67.5％
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36.2 

25.0 

15.8 

14.5 

7.1 

4.3 

3.7 

5.5 

31.4 

店舗内の案内表示、メニュー表等の多

言語対応

多言語に対応ができる従業員の確保

ＨＰやＳＮＳ、店舗外観等における多

言語対応

キャッシュレス決済（クレジットカー

ド、デビットカード、二次元コード決

済等）への対応

外部環境（観光案内所の整備、交通ア

クセス等）

インターネット接続環境の整備（Ｗ

ｉーＦｉ等）

設備面における受入態勢の整備

（キャッシュレス決済、インターネッ

ト接続環境を除く）

その他

課題だと感じていることは特にない

６ 外国人観光客を受け入れる際の課題

図表13 外国人観光客を受け入れる際の課題  
 【複数回答、２つまで】

(n=2,126)

◼ 外国人観光客を受け入れる際の課題は、「店舗内の案内表示、メニュー表等の多言語対応」と回答した企業割合が36.2％と最

も高く、次いで「多言語に対応ができる従業員の確保」（25.0％）、「ＨＰやＳＮＳ、店舗外観における多言語対応（15.8％）

の順となり、外国語対応に関する課題が上位を占めた（図表13）。

（※）今後の外国人観光客の受入れ方針を「積極的に受け入れていきたい」、「自然体で受け入れていく」と回答した企業に尋ねたもの。

(％)

図表14 外国人観光客を受け入れる際の課題
 【業種別・複数回答、２つまで】

(％)
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Ｎ
Ｓ
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の
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）

設
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面
に
お
け
る
受
入
態
勢
の
整
備

（
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
環
境
を
除
く
）

そ
の
他

課
題
だ
と
感
じ
て
い
る
こ
と
は
特
に

な
い

全体
(n=2,126)

36.2 25.0 15.8 14.5 7.1 4.3 3.7 5.5 31.4 

飲食業
(n=1,108)

39.8 25.4 15.0 15.6 6.6 4.7 2.3 5.3 30.1 

食肉・食鳥肉販売業
(n=108)

31.5 28.7 8.3 14.8 5.6 1.9 3.7 5.6 40.7 

氷雪販売業
(n=38)

7.9 15.8 18.4 21.1 2.6 0.0 2.6 0.0 55.3 

理容業
(n=235)

34.5 13.6 17.0 16.6 3.8 4.7 2.1 6.0 37.0 

美容業
(n=218)

35.3 20.6 21.1 15.6 3.2 2.8 4.6 3.7 35.3 

映画館
(n=49)

18.4 40.8 20.4 4.1 4.1 2.0 4.1 6.1 34.7 

ホテル・旅館業
(n=161)

32.3 40.4 19.3 6.8 27.3 9.3 11.8 5.6 9.9 

公衆浴場業
(n=84)

35.7 20.2 15.5 9.5 7.1 3.6 7.1 9.5 34.5 

クリーニング業
(n=125)

33.6 27.2 11.2 13.6 1.6 1.6 4.0 7.2 35.2 
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言
語
、
文
化
の
違
い
か
ら
発
生
す
る
ト

ラ
ブ
ル
を
可
能
な
限
り
回
避
し
た
い

多
言
語
に
対
応
が
で
き
る
従
業
員
が
不

足
し
て
い
る

国
内
客
で
売
上
が
十
分
に
確
保
で
き
て

い
る

Ｈ
Ｐ
や
メ
ニ
ュ
ー
表
等
の
多
言
語
対
応

を
行
う
ノ
ウ
ハ
ウ
、
余
裕
が
な
い

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
接
続
環
境
等
、
設
備
面
に
お
け

る
受
入
態
勢
を
整
え
る
の
に
費
用
が
か

か
る

人
手
不
足
が
要
因
で
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

需
要
に
対
応
す
る
余
裕
が
な
い

既
存
の
店
舗
イ
メ
ー
ジ
が
変
化
す
る
恐

れ
が
あ
る

そ
の
他

全体
(n=1,021)

44.1 39.8 20.0 16.7 12.4 7.1 5.7 18.9 

飲食業
(n=347)

38.9 45.5 16.4 23.3 14.7 7.5 9.5 15.3 

食肉・食鳥肉販売業
(n=47)

19.1 34.0 27.7 12.8 8.5 10.6 0.0 36.2 

氷雪販売業
(n=18)

33.3 22.2 33.3 0.0 11.1 11.1 0.0 27.8 

理容業
(n=182)

44.5 31.9 30.2 13.2 12.1 5.5 4.9 20.9 

美容業
(n=242)

52.5 45.0 16.9 12.8 9.9 7.4 4.5 14.9 

映画館
(n=9)

33.3 22.2 22.2 11.1 22.2 11.1 0.0 33.3 

ホテル・旅館業
(n=20)

55.0 35.0 20.0 20.0 15.0 20.0 0.0 15.0 

公衆浴場業
(n=20)

80.0 45.0 15.0 10.0 20.0 0.0 5.0 0.0 

クリーニング業
(n=136)

45.6 31.6 16.9 15.4 11.0 5.1 2.9 27.9 

44.1 

39.8 

20.0 

16.7 

12.4 

7.1 

5.7 

18.9 

言語、文化の違いから発生するトラブ

ルを可能な限り回避したい

多言語に対応ができる従業員が不足し

ている

国内客で売上が十分に確保できている

ＨＰやメニュー表等の多言語対応を行

うノウハウ、余裕がない

キャッシュレス決済、インターネット

接続環境等、設備面における受入態勢

を整えるのに費用がかかる

人手不足が要因で、インバウンド需要

に対応する余裕がない

既存の店舗イメージが変化する恐れが

ある

その他

７ 外国人観光客の受入れに慎重な理由

図表15 外国人観光客の受け入れに慎重な理由
【複数回答、２つまで】

図表16 外国人観光客の受け入れに慎重な理由
【業種別・複数回答、２つまで】

(n=1,021)

◼ 外国人観光客の受入れに慎重な理由は、「言語、文化の違いから発生するトラブルを可能な限り回避したい」と回答した企業

割合が44.1％と最も高く、次いで「多言語に対応ができる従業員が不足している」（39.8％）、「国内客で売上が十分に確保で

きている」（20.0％）の順となった（図表15）。

(※) 「今後の外国人観光客の受入れ方針」について、「できれば受け入れたくない」と回答した企業に尋ねたもの。

(％)(％)
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12

（参考）前回調査（生活衛生関係営業のインバウンド対応に関する調査結果（2019年））と今回調査（2024年）の傾向

項目 内容

外国人観光客の利用の
有無

「利用がある」と回答した企業割合は増加している。
（2019年（n=3,142）：38.3％ ⇒ 2024年：41.8％）

【類似調査項目における比較】
・ 以下の項目は、2019年以前の調査に類似の項目があるが、具体的な質問及び回答は同一ではない。

今回の調査項目 内容

今後の外国人観光客の
受入れ方針

「できれば受け入れたくない」との消極的な回答をした企業割合は減少している。
（2019年（n=3,142）：43.6％ ⇒ 2024年：32.6％）

外国人観光客の受入れに
効果のあった取り組み

・2019年、2024年ともに、「キャッシュレス決済の導入」と回答した企業割合が最も高い。
（2019年（n=755）：34.4％、2024年：45.4％）
・また、いずれにおいても、Ｗｉ-Ｆｉなどインターネット接続環境、メニューや施設内の
案内等における取り組みを回答した企業割合も高い。

外国人観光客を受け入れる
際の課題

・「外国語対応」に関する課題があるとの回答が、2019年（n=1,761）、2024年ともに、最も
高い割合を占めた。

・なお、2019年は、「従業員の語学力の向上」と回答した企業割合が38.5％と最も高いのに対
し、2024年は、「店舗内の案内表示、メニュー表等の多言語対応」と回答した企業割合が
36.2％と最も高くなった。

【同一調査項目における比較】

https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/seikatsu19_0917a.pdf


（参考）インバウンド対応ツール

13

＜外国人客おもてなしガイドブック＞ ＜指差しコミュニケーションツール＞

インバウンド対応に初めて取組む方向けに、押さえておくべきポイ

ントをまとめた手引書です。

【概要】

・ 外国人客を受け入れる際の心構えと準備すべきこと

・ 外国人客を接客する際のポイント（トラブル対応の方法など）

・ 外国人客の満足度が上がる売り方の工夫など

外国語が話せない方でも、外国人客とスムーズなコミュニケー
ションが可能となるツールです。
【概要】
・ 接客を行う際に必要となる基本的な会話等を、小売業・サー
ビス業の接客フローに沿って４か国語で表示

https://www.jfc.go.jp/n/findings/kokumin_publications.html

日本公庫 出版物 検索（※）飲食店編に加えて、宿泊業編、小売業・サービス業編もご用意してい
ます。詳しくはホームページをご覧ください。

■ 生活衛生関係営業の皆さま（飲食業、宿泊業、小売・サービス業の皆さま）のインバウンド対応を支援するために作成した冊
子です。

■ 本冊子は、日本公庫の全国の支店で配布しているほか、日本公庫ホームページにも掲載しています。 
（「日本公庫トップページ」→「刊行物・調査結果」→「国民生活事業」→「出版物」) 

https://www.jfc.go.jp/n/findings/kokumin_publications.html
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